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第 1章 わが国における仕入れ価格指標のあり方検討の背景と検討会メンバー 

1．背景 

石油元売会社は、2010 年 4 月以降、新価格体系の一部見直しを実施したが、

新価格体系は依然として次のような課題を抱えている。 

① 系列価格と業転価格との格差が最低でもブランド料相当の 4円/㍑注１ある。 

② 元売会社は価格体系の見直し等によりマージン確保が容易となり収益改善が

可能となったが、販売業者にとっては競争激化の中で販売量の低下とマージ

ン圧縮という二重苦が続いている。 

③ 最近では週次改定に際して、週半ば改定が行われるなど、価格改定の透明

性が疑問視されている。 

④ ＲＩＭの価格指標の信頼性には多くの意見が集中している。 

このような実態を踏まえて、全石連経営部会は「わが国における仕入れ価格指

標のあり方検討会」を立ち上げ、わが国における仕入れ価格体系のあり方につい

て、アジア周辺諸国の動向も含めて幅広く検討することとした。 

また、同検討会での検討を円滑に進めるため、一般財団法人日本エネルギー

経済研究所石油情報センターに海外調査を含めた各種調査を委託した。 

注１．2013 年 10 月から 3円に改定 

2．検討会メンバー 

                                    （敬称略） 

役職 氏名 県名 

座長 狩野 良弘 岡山 

委員 

宮田 謙 岩手 

平井 博武 大阪 

岡部 憲治 山口 

尾越 優 愛媛 

出光 泰典 福岡 

経営部会長 中村 彰一郎 兵庫 

経営副部会長 宇佐美 三郎 愛知 

（部会長、副部会長はオブザーバー参加） 
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第 2章 アジア主要国における価格制度の実態と課題 

 １．アジアを中心とした特徴的な市場動向（石油政策、製品需給、価格、品質規格

等） 

 

 2．アジア/大洋州主要国における価格制度の実態と今後の方向性/概要 

① 韓国におけるMOPS リンクの価格決定方式の実態と課題 

② 中国における価格改定方式の実態と課題 

⑤ トナム、タイ、インドネシア、インド等における価格決定方式の実態と課題 

 

3．わが国における現行価格制度の課題と今後の方向性 

① 現行価格制度の概要 

② 現行価格制度の課題と今後の方向性 
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第 3章  韓国における価格メカニズムの実態と課題 

1．韓国の最近の石油需給動向 

  

2．韓国の価格形成メカニズムの実態と課題 

① 韓国におけるMOPS リンクの価格決定方式の実態と課題 

② MOPS価格の形成 

③ 日韓の価格形成メカニズムの比較 

 

3．韓国政府による価格抑制策/販売競争促進策の実態と課題 

   2012 年 4 月決定の「石油製品市場競争促進と及び流通構造改善対策」の実施  

状況 

① サムソントタールの国内市場への参入とディスカウント SSの拡大 

② SSにおける混合販売取引制度の促進 

③ 電子商取引制度による製品輸入の促進 
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第 4章 業転格差解消のための指標設定の課題 

1．アジア主要国における価格制度への理解促進 

  2 回の検討会での意見交換を通じて、アジアを中心とした特徴的な市場動向（石

油政策、製品需給、価格、品質規格等）、アジア/大洋州主要国における価格制度

の実態と今後の方向性/概要への理解が進んだ。 

 

2．わが国における系列仕入れ価格間と業転価格との格差解消は今後の課題 

 わが国における現行価格制度の課題と今後の方向性について理解が進んだもの

の、系列価格と業転価格間の格差解消に向けての具体的な方策はなく、今後引き

続き検討することとした。 
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プラッツ価格と RIM ラック価格の比較
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石油元売会社の仕切価格改定/価格指標の比較 
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第５章 商社等との意見交換 

検討会で議論した各指標の評価を踏まえ、有力商社と対面取引市場運営企業を訪

問し、わが国の価格指標のあり方について意見交換を行い、情報収集に努めた。 

 

1．有力商社との意見交換 

全て満足できる指標はない。消去法で考えると、国内需給を反映している点にお

いて「海上スポット」と「陸上スポット」が可能性があると判断できる。 

 

2．対面取引市場運営企業との意見交換 

（1）現行指標の中では「陸上スポット」に取って代わるものはない。だが、価格評価

が精緻さに欠けることが問題。 

（2）価格評価の実効性を上げるため、「成約価格」がリアルに提供される手法につ

いて主要業界関係者と協議が必要と考えている。 

 

3．資エ庁の動き 

  平成 26年度の調査事業の一環として、市場実勢価格と価格指標の関係について  

定性・定量評価を行うことを検討中とされる。 

 

 

 

第６章 まとめ 

 検討会ではアジアの市場動向や価格制度の実態と今後の方向性を学習し、わ

が国の価格指標のあり方を模索した。 

 

 主要価格指標として、①先物取引、 ②海上スポット取引、 ③陸上スポット取

引、 ④原油取引、 ⑤ＭＯＰＳ、の５つの石油市場を、 a．原油コストの反映、 

b．アジア需給の反映、 c．国内需給の反映、 d．取引の流動性、 e．透明性

の確保の５項目で評価した。その結果、a、b、d、eの４項目で高評価となり、現

時点で韓国、中国、ベトナム、オーストラリア等で使用されており、今後の自由

貿易の拡大指向を見据えると将来的には指標性が高まると予想されるＭＯＰＳ

が高評価を得た。 

 

 一方、石油製品を取り扱う有力商社及び対面取引市場運営企業と『価格指標』

のあり方について意見交換を行ったところ、ＭＯＰＳについては両社共に、国内
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需給を反映しないこと、日々の価格変動が大きいことなどを理由に、国内指標と

してはなじまないとの考えを示した。 

また、検討会が価格指標の対象とした他の４つの石油市場についても、両社は

『全ての項目で満足できる指標とはなりえない』としたが、国内需給の視点から

販売業界への適合性を考慮すれば『陸上スポット』がより妥当性があるのでは

ないかとの意見であった。 

 

 本検討会は改めてゼロベースで議論を行ったところ、石油元売会社の卸価格

の設定は、原油コスト及び国内需給をリアルに反映し、卸価格としての指標の

みならず石油元売において供給政策指標としても活用可能な指標であることが

重要であるとした。 

また、アジア諸国の価格体系を踏まえた上であっても、ＭＯＰＳは国内需給がま

ったく反映されないため、国内での生きた石油取引の指標として適しているとは

言いがたいとの認識で一致した。 

その上で、原油コストとの関連性には乏しいが、国内需給を反映し、販売業者

の取引実態・商慣行に適応している『陸上スポット』が価格指標の最有力候補と

して挙がったが、とかく指摘されている価格評価の精度を大幅に向上させること

が必須とされた。 

 

 他方、議論の過程で、市場における業転格差・二重価格の出し手は基本的に

元売にあるので、元売の責任で需給を適正化し、コストを度外視した価格が形

成されないようにすべきである。われわれ石油販売業者は、系列・非系列の仕

入れ価格差があまりにも大きく、小売マーケットが安値量販志向業者の独壇場

になっている状況を、早く正常な公正競争環境に戻してほしいというのが本音で

ある旨の意見も根強かった。 

 

 以上の通り、平成 25年 3月の第一次中間報告以降、指標のあり方に向けた具

体的方策について引き続き市場関係者（有力商社・対面取引市場運営企業・資

源エネルギー庁）との意見交換を続けて議論を深め、その経緯を含めて今回、

報告書の加筆修正を行った。 

これにより、第一次中間報告以降、議論を一歩前進させることができたが、価格

指標のあり方について結論を見出すまでには至っていない。 

わが国石油産業は①高コスト体質、 ②過剰供給体質、 ③製品輸出入適応能

力不足等にあるために、国内需給は国際市場と乖離した動向にある。そのため
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石油精製元売には国内需要に対応した供給体制への努力が求められている。 

ポスト高度化法に続く石油精製元売企業のあり方検討も踏まえ、今後各方面に

おける議論の熟成に期待したい。 

 

以上 


